
レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 6.8 ％ 16.4 ％ 20.5 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 4.7 ％ 14.9 ％ 19.6 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪市　東淀川区菅原2丁目2-104号　

氏名
飯田繊工株式会社

取締役社長　片平　晴夫

事業の概要
繊維（ニット生地　織物生地）の染色加工　仕上加工業。主体は丸編ニットで
あり、素材は綿、エステル100％、エステル／綿、ナイロン／綿　ポリウレタ
ン混が主体。一部　経編　織物の加工。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 11繊維工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,476 5,212

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,386 5,077

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

○ISOプロジェクト会議で目標を決めｴﾈﾙｷﾞｰ削減にあたっている
○染色機の蒸気バルブ保温を順次実施し、ｴﾈﾙｷﾞｰ削減を図っている
○継続して行っているﾎﾞｲﾗ給水温を上げるの項目で、熱交換器の蒸気ﾄﾞﾚﾝ回収をﾎﾞｲﾗ給水に
　利用してきているが、冷却水が流れ込むようになっている染色機について自動バルブを
　追加しﾄﾞﾚﾝ回収温度を上昇させた。
○染色時に出る熱交換器よりの温水回収の効率を上げ、湯洗い工程に利用し蒸気使用量を下げた,この措置は継続して
実施する。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2012 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2013 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1123) 2014 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2012 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度

(2)推進体制

○ｴﾈﾙｷﾞｰの削減の対策でも実施した内容の効果を検証する為PDCAを実施している
○毎月ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議を開きｴﾈﾙｷﾞｰ削減の提案を行い承認をもらう体制を継続して行っている
○提案制度においては社員より省ｴﾈに対する提案を吸い上げ効果が期待されるものは
　実施されるよう推進している

　

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
飯田繊工
株式会社

工場内照明器具変更(27年度約50台ＬＥＤ化)
（2ｔ-CO2/年）

照明器具のLED化

4
飯田繊工
株式会社

染色機と蒸気配管のむき出し部分断熱工事
（65t-CO2/年）

放射熱の削減

5
飯田繊工
株式会社

水源地更新　11ｋWポンプ2台インバータ運転に
変更及び22ｋW2台逆洗ポンプを11ｋW1台に変更
し工業用水送りポンプ11ｋW1台撤去する（45t-
CO2/年）

ｲﾝﾊﾞｰﾀの採用に
よる削減

2
飯田繊工
株式会社

各工場のエアコン使用時夏季28℃冬季20℃に管
理する。
（40ｔ-CO2/年）室温管理

3
飯田繊工
株式会社

ﾄﾞﾚﾝ回収配管の山谷をなくしてﾄﾞﾚﾝを効率良く
回収し高温でﾎﾞｲﾗ給水として使用する
（157t-CO2/年）排熱回収の効率

を上げる

6
飯田繊工
株式会社

染色機の温排水の熱回収で給水温度を上げ、蒸
気・電気使用量を削減させる。（150t-CO2/
年）ｲﾝﾊﾞｰﾀの採用に

よる削減

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 6.4 ％ 14.1 ％ 22.5 ％

－ ％ 7.0 ％ 14.5 ％ 23.2 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

特定事業者の主たる業種 69不動産賃貸業・管理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目

氏名
イオンモール株式会社

5番地1 代表取締役社長　吉田　昭夫　

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 13,252 17,312

事業の概要

大規模地域開発及びショッピングモール開発と運営
（2018年2月現在、国内外195店舗を管理運営（プロパティマネジメント店舗も
含む）している。
※2016年3月に子会社化した都市型ファッションビル事業を展開する(株)OPA等
の関連会社を含む。

不動産売買・賃貸・仲介［国土交通大臣(2)第7682号］

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 14,233 18,424

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

イオンモールりんくう泉南、堺北花田、鶴見緑地、四條畷、堺鉄砲町は通年オープンしたため、営業時間を4392Ｈ
（365日×12Ｈ）とする。※イオンモール寝屋川は、2016年8月31日に閉店。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

館内全ＬＥＤ化が堺北花田において2017年2月、りんくう泉南において2017年8月に完了し、原単位削減率が22.5％を達
成した。今年度も引き続き、省エネルギーシステムの導入、共用部ＬＥＤへの切り替え、空調照明機器の省エネルギー
に配慮した運転を行い省エネルギーを推進していきたい。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 売場面積×営業時間

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (4999) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5112) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5112) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2017 年度

実施スケ
ジュール
（年度）

1 りんくう泉南

エネルギー使用量を毎月作成し、前年度比較を
行い、本社と情報共有し削減対策を講じる。
（毎年の継続実施）エネルギー使用

量の把握

(2)推進体制

全社でISO14001を取得し、環境管理責任者を本社に置き、毎月CSR会議を社長主催で開催。又、各モールにおいてはゼ
ネラルマネージャーを実務責任者としてISO・省エネ推進体制を確立し、テナント、関連会社と協力し本体制を継続維
持していく。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

2 りんくう泉南

空調、照明の管理基準の確立と遵守。
また、休日、平日における最適管理方法の確立
と営業時間に連動した管理の徹底。（毎年の継
続実施）

空調、照明の運
転管理

3 りんくう泉南

フィルター清掃を定期的に行い、室内機のコイ
ル洗浄は飲食店舗は全数行う。他は１～３年周
期で行い、３周年期で行う。（毎年の継続実
施）

空調設備メンテ

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容

6 りんくう泉南

ブラックイルミネーションとして特定日に屋外
広告塔の照明を消し炭酸ガス削減を図る。（毎
年の継続実施）特定日の夜間広

告塔の照明消灯

7 りんくう泉南

全空調機のベルトを省エネベルトに切替(年間
20トン－CO2を削減）（継続実施）

省エネベルトへ
の切替

4 りんくう泉南

関西電力の蓄熱設備の最適運転を確保する為、
関西電力任せでは無く、ｲｵﾝﾓｰﾙも積極的に関与
し、毎月報告書の提出を義務付け、COP管理を
徹底させる。　（毎年の継続実施）

蓄熱設備の最適
運転管理

5 りんくう泉南

立体駐車場、平面駐車場の照明LED化を進め
る。(ＬＥＤ化継続実施)

LED照明の導入

10 堺北花田

遮熱ガラス・遮熱フィルム工事による
室内温度の上昇を緩和。

遮熱ガラス・遮
熱フィルム工事

11
イオンモール
鶴見緑地

LED照明器具導入(立体駐車場照明、サイン関
係、出店テナント内)

LED照明導入

8 りんくう泉南

トップライト、セントラスコートに遮熱シート
及び遮光断熱塗装を施工し、夏期の館内温度上
昇を抑制することで、空調の効率運転を図る。

遮熱のシート、
遮光断熱と塗装
の施工

9 りんくう泉南

共用部の室内空調に対してGeM2制御機器でイン
バーター制御して、空調機ファンの消費電力を
抑える。（毎年の継続実施）

省エネマネジメ
ント設備GeM2の
導入

14
イオンモール
鶴見緑地

お客様用エレベーター20台中4台（モール内3
台、立体駐車場1台）を、夏季平日限定で休止
する

12
イオンモール
鶴見緑地

お客様への影響が無いことを確認のうえ、２階
中央モールの照明400W×6本を消灯

不要照明の消灯

13
イオンモール
鶴見緑地

外気吹き出し口（アネモ）
館内の二酸化炭素濃度他の環境確認のうえ、外
調機運転周波数変更
通常は60Hzを平成24年度から50Hzに変更
平成29年度7月から40Hz更なる低減を図る

夏季外気取り入
れ抑制



レ 人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5121) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度

14
イオンモール
鶴見緑地

お客様用エレベーター20台中4台（モール内3
台、立体駐車場1台）を、夏季平日限定で休止
する夏季エレベー

ター間引き運転

15
イオンモール
鶴見緑地

氷蓄熱設備(関西電力委託)の冷水温度変更
8℃→10℃
ピークカット運転13:00～16:00
夜間に蓄熱した冷水のみで冷房を行い、冷凍機
運転を抑制

夏季氷蓄熱ピー
クカット運転

18
イオンモール
四條畷

熱源機(ターボ冷凍機、吸収式冷温水機)
の冷却水温度を変更(28℃⇒24℃)し
高効率運転。
（年間17.2t-CO2削減）

熱源機の温度変
更

19
イオンモール
四條畷

熱源機(ターボ冷凍機、吸収式冷温水機)
の冷水温度を変更(7℃⇒9℃)し
高効率運転。
（年間11.0t-CO2削減）

熱源機の温度変
更

16 堺鉄砲町

店舗棟屋上階を平日閉鎖し屋上階照明消灯並び
に風除室空調停止を行い電力量削減を図る。

照明の消灯・空
調の停止

17 堺鉄砲町

外調機の冷房運転開始時期の見直しにより中間
期において外調機冷房の停止を行い電力量削減
を図る。中間期外調機冷

房停止

20
イオンモール
四條畷

冷水の吐出圧力を変更し、ポンプ動力を
低減（年間3t-CO2削減）

冷水の圧力変更

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

(4)その他の抑制対策



レ

レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ -2.1 ％ -5.5 ％ -13.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ -1.7 ％ -5.1 ％ -12.6 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府池田市城南1-1-1

氏名
池田市

池田市長　　倉田　薫

事業の概要
地方自治法に基づき、住民の日常生活に直接関係する事務及び事業を包括的に
処理する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 39,372 44,295

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 37,162 41,956

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

貸館施設や保育園等の市民利用増加や、一般廃棄物の廃プラスチック組成率が増加したことにより、温室効果ガスの総
排出量が増加した。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1211) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1213) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1124) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度

(2)推進体制

「池田市環境にやさしい行動推進本部」により、全庁的な取り組みとして夏季・冬季を中心とした省エネルギーを呼び
かけている。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

第4次池田市地球温暖化防止実行計画に準じて
平成29年度までに温室効果ガス排出量の3％削
減を目標に、全職員が一丸となってソフト面で
対応する。

温暖化対策に係
る推進体制の整
備

4 古江浄水場

設備毎に定期的な点検を行い、電気使用量、運
転時間等を計測・記録し、適正な運転管理を行
う。電気使用設備の

管理

5 古江浄水場

工場(事務所)の照度基準を参考にして、場所毎
に基準照度を維持する。機器の使用について
は、節電を心がけ、器具を更新する際は、高周
波専用(Hf)型やLED、人感センサー等の省エネ
機器を採用する。

照明設備の管理

2 古江浄水場

古江浄水場で使用するエネルギーの約9割がポ
ンプのエネルギーであるため、エネルギー換算
係数の少ない夜間電力を有効に利用した運転
を、今後も継続して行う。

夜間電力の利用

3 古江浄水場

空調設備を適切に管理し省エネルギーを実現す
るために、運転状況、温湿度の記録、定期的な
保守点検を行い、今後もエネルギーの使用の合
理化を継続して行う。

空調設備の運転
管理

8 下水処理場

昼間に流入する汚水の一部を夜間に処理するこ
とにより、昼間電力の節約に努める。インバー
タ対応の危機を優先して運転し、使用電力量を
抑える。

電気設備の管理

9 下水処理場

複写機、OA機器の省エネモード設定やこまめな
電源オフを行う。また、階段の利用を推進し、
エレベーターの使用頻度を下げる。機器等の適正使

用

6 下水処理場

空調設備の温度設定を夏場28℃、冬場20℃と
し、照明器具の適正管理、照明の点灯管理、電
力の効率的な利用に努める。空調、照明の適

正使用

7 下水処理場

機器の効率的な運転に努め、稼働時間の短縮を
図る。

機械設備の稼働
時間の短縮

12 市立池田病院

省エネ家電(薄型TV、洗濯機等)に買い替える。

省エネ家電の導
入

13 市立池田病院

省エネのLED電球に順次変更する。

LED電球の導入

10 下水処理場

流動空気量を低減にさせ、ブロワ電力の削減に
努める。また燃焼空気を複数箇所から導入する
ことで炉内温度を制御し、補助燃料使用量を抑
える。

燃焼設備の低空
気比運転

11 下水処理場

燃焼設備から発生する排ガス及び排水の２つの
熱源を利用し、発電設備を稼動させる。

排熱発電システ
ムの導入

14 市立池田病院

空調設備を一元管理し、適切な運転を行う。定
期的な保守点検を行い、エネルギーを効率的に
利用する。



レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2113) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

1

全ての事業所 公用車の更新時において、低燃費車の積極的な
導入に努める。

低燃費車の導入

2

全ての事業所 公用車の燃費向上のため、エコドライブを推進
する。

エコドライブの
推進

14 市立池田病院

空調設備を一元管理し、適切な運転を行う。定
期的な保守点検を行い、エネルギーを効率的に
利用する。空調設備の運転

管理

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

(4)その他の抑制対策

3

全ての事業所 通勤を徒歩、自転車、公共交通を利用して通勤
するように努める。

エコ通勤の励行

4

全ての事業所 公用車の利用を抑制するため、職員向け電動ア
シスト自転車の利用促進に努める。

電動アシスト自
転車の利用促進



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 13.2 ％ -6.7 ％ -19.8 ％ -4.8 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ -6.8 ％ -21.1 ％ -8.5 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府貝塚市窪田２７７

氏名
池藤織布株式会社

取締役社長　池藤　悦男

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 11繊維工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 繊維業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

7,812

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,986 7,317

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,205

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

H29年度実施対策はコンプレッサーの更新。基準年度からの増加要因は、生産設備増設による生産量増加です。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度

1 池藤織布㈱

照明設備をＬＥＤ照明に順次更新

照明設備の導入

(2)推進体制

省エネルギ－推進管理組織により、省エネを推進する事で温室効果ガスの排出を抑制していく。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 池藤織布㈱

織機停止時にエア－配管のバルブを閉める

コンプレッサ－
の負荷低減

　　2.自動車分野

1

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 0.3 ％ -1.9 ％ -2.2 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 0.5 ％ -2.2 ％ -2.9 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府泉大津市東雲町９－１２

氏名
泉大津市

泉大津市長　南出　賢一

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 7,511 7,675

事業の概要
泉大津市域内の市立病院・幼稚園・小中学校・図書館・福祉施設等各施設の設
置管理、道路・公園・上下水道等の生活環境の整備など地方自治法に基づい
て、住民の日常生活に直接関係する事務を包括的に処理する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 8,287 8,526

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成29年度は、基準年度より総排出量が増加した。一部で電気事業者が変更となったことにより排出係数が大きくなっ
たことも原因と考えられる。今後も市全体でエコオフィスを推進し、成果を得られるよう努力する。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (4999) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

実施スケ
ジュール
（年度）

1 市役所庁舎

庁舎１階事務室の照明をLEDへ切替工事

照明設備

(2)推進体制

本市では「地球温暖化対策の推進に関する実行計画」に基づく推進体制として副市長を委員長、教育長及び各部局長を
委員とする実行計画推進委員会を設置している。環境担当部長を実行計画推進管理者、各課長を実行計画推進員として
配置し、市全体として実施体制及び進行管理体制を確立している。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

2 東陽中学校

体育館の照明をLEDへ切替工事

照明設備

3 誠風中学校

体育館の照明をLEDへ切替工事

照明設備

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容

6 穴師小学校

体育館の照明をLEDへ切替工事

照明設備

7 旭小学校

校舎立替の際に高効率照明を導入

照明設備

4 小津中学校

体育館の照明をLEDへ切替工事

照明設備

5 浜小学校

体育館の照明をLEDへ切替工事

照明設備

8 旭小学校

校舎立替の際に壁面緑化を実施

壁面緑化

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

(4)その他の抑制対策

1 市役所庁舎

市内へ出向く用務の際に自動車の使用を控え、
公用自転車を活用する。

公用自動車の使
用制限

2 市役所庁舎

電気自動車の運用により、ガソリン等の使用量
削減を図る。

電気自動車の運
用



レ

レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 1.5 ％ -1.9 ％ -14.1 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 1.2 ％ -2.1 ％ -15.3 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府泉佐野市市場東1-295-3

氏名
泉佐野市

市長　千代松　大耕

事業の概要

本市（住基登録数100,615人・平成30年3月末現在）地域内の、小中学校、図書
館、福祉施設等各種施設の設置管理、道路、公園、上下水道等の生活環境の整
備、など、地方自治法に基づいて、住民の日常生活に直接関係する事務を包括
的に処理する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 10,151 11,699

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 9,098 10,377

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

　大阪府から「りんくうタウン駅ビル」（以下「駅ビル」）を購入し、新たな市施設ができました。
  駅ビルは、乗降客向けの広い通路、商業店舗、イベント用のパブリックスペースを有します。CO２排出量から見る
と、市役所庁舎の「669t-co2」に対し、駅ビルは「889t-co2」の1.3倍です。
　また、降水量が28年度より２割増加し、下水道設備のポンプ稼働率が増加し、電気使用量の増加につながりました。
総体的には、駅ビルの影響が大きく、温室効果ガスの排出量は大幅に増えました。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (4210) 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (4210) 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 年度

(2)推進体制

  倹約型簡易環境マネジメントシステム『ISオリジナル』を策定し、市長以下が参集する部長会議にて計画・取組内容
の報告を行い、削減目標や改善点について議論しています。その後、各部長から、担当する各課長へ、各課長から課職
員への周知、徹底が行われ、全庁的な省エネ推進体制の実施を図ります。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

　市独自で作成しているマネジメントシステム
（略称 ＩＳオリジナル）を積極的に活用し、
市役所組織全体で省エネ行動を推進した。推進体制の整備

4 市役所本庁舎

　空調機のファン動作を制御した。

空調機の適正な
運転

5 市役所本庁舎

換気設備をタイマ－で制御した。

換気設備の運転
管理

2 全ての事業所

　各エネルギ－の使用量を集計し、毎年度の使
用状況を確認するとともに職員にも情報を周知
し、省エネ行動を推進した。

エネルギーの使
用に関するデー
タ管理

3 全ての事業者

　運転期間を含め、空調の適正な運転管理を行
う。温度設定については、冷房時２８℃暖房時
２０℃を徹底し、エネルギ－使用量の抑制に努
めた。

空調機の適正な
運転

8 全ての事業所

　再生可能紙の分別を徹底するほか、裏面の使
用等再利用を促進した。

再生可能紙の分
別

9 市役所本庁舎

　照明設備の一部ＬＥＤ化を行った。

一部フロアー照
明のLED化

6 全ての事業者
　空会議室や昼休み中の執務室等の照明の消灯
を徹底した。電気使用量の削

減

7 市役所本庁舎

　可能な限りエレベ－タ－を使用せず、階段の
利用を促進した。

電気使用量の削
減

12
りんくうタウ
ン駅ビル

　日射（西日）による熱を和らげるため、天窓
を遮光（塗装）化した。

建物に熱を溜め
ないための対策

13 学校施設

　屋根貸しによる太陽光パネルを設置し、建物
の蓄熱を低減することに努めた。

建物に熱を溜め
ないための対策

10 市役所本庁舎

　エレベーターをインバーター化し、効率を改
善する。

昇降設備の効率
改善

11 全ての事業所

　一部施設にスマートメーターの導入を促進
し、電気使用量の「見える」化により使用量の
削減、平準化をはかった。電気使用量の削

減、平準化

　　2.自動車分野



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2125) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

1

全ての事業所
　可能な限り、トップランナ－燃費基準達成
車、天然ガス車やハイブリッド車などの低公害
車を導入する。

低燃費車の導入

2

全ての事業所 　アイドリングストップを徹底し、エコドライ
ブを実践する。また庁内イントラネットを活用
し、エコドライブの推進をはかった。エコドライブの

推進

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

3

全ての事業所 　近距離の移動は、自動車の利用を控え、自転
車を積極的に利用した。

自転車の活用

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 1.7 ％ 2.2 ％ 0.6 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 1.6 ％ 2.2 ％ 0.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
泉佐野市６７８０番地

氏名
泉佐野市田尻町清掃施設組合

管理者　　千代松　大耕

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 88廃棄物処理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
泉佐野市・田尻町地域内の廃棄物処理場・し尿処理場の運営、事務事業を行っ
ている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

19,366

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 18,862 18,760

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 19,444

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

第一事業所(し尿処理場）では、昨年同様サンデーシステム(日曜日の運転停止）を継続していることから、施設運転時
の電気使用量が削減できていることにより、温室効果ガスの削減につながっていると考える。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

1 第二事業所

啓発等により焼却ごみの減量を図る。

焼却ごみの減量

(2)推進体制

推進体制としては、運転管理委託している業者も含め全体的な取り組みの徹底をはかる。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 全事業所

空調設備等の適正なる運転の実施。

空調設備等の適
正運転

3 第二事業所

従来の照明設備（水銀灯、蛍光灯）をＬＥＤ化
することで電気使用量の削減を図る。

ＬＥＤ照明設備
への更新

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

全事業所 空ぶかし、急発進及び急加速をしない等エコド
ライブを徹底する。

エコドライブの
推進

2

全事業所 エンジン廻りの整備、無用なものを積載しな
い、タイヤの空気圧を適正にする等維持管理に
努める。

適正な維持管理

3

全事業所 公用車更新時期に合わせ、エコカー（低燃費
車）の導入に努める。

低燃費車の導入

(4)その他の抑制対策



レ

レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 2.9 ％ -2.2 ％ -1.4 ％ 4.6 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ -3.0 ％ -1.8 ％ 4.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府和泉市府中町二丁目7-5

氏名
和泉市

和泉市長　辻　宏康

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 10,911 10,420

事業の概要
地方自治法に基づき、本市地域内の住民の日常生活に直結する事務及び事業を
包括的に処理している。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 12,462 11,870

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

本計画の最終年度でありましたが、目標である削減率を達成する事ができました。今後も一層の環境配慮行動の実施・
省エネルギー型機器への代替を進めていき、次年度からの削減目標の達成を推し進めたいと考えております。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2113) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

1997 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

実施スケ
ジュール
（年度）

1 事業所全て

本庁舎：IEMSの推進　　　　　　　　　　その
他：地球温暖化対策実行計画　　　　　　　に
基づく取り組み

環境マネジメン
トシステムの構
築・推進

(2)推進体制

「和泉市地球温暖化対策実行計画」に基づいて環境負荷低減に向けた施策を推進する。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

2 事業所全て

一定様式に基づき報告

毎月一回報告

3 事業所全て

夏場：28℃　　冬場：19℃の徹底

冷暖房の適正温
度設定

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容

1

事業所全て 環境に配慮した運転を心がける

エコドライブ

2

本庁舎 天然ガス車の導入を積極的に行う

天然ガス車

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

(4)その他の抑制対策

3

事業所全て 電車・バスを積極的に利用

公共交通の利用

4

本庁舎 電気自動車の導入

電気自動車の導
入



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.7 ％ 7.2 ％ 12.5 ％ 24.4 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 8.2 ％ 14.4 ％ 26.6 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市西成区花園南1-4-4

氏名
イズミヤ株式会社

代表取締役　四條　晴也

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 56各種商品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 衣料品、食料品、住居関連商品を取り扱う総合小売業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

55,208

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 63,886 48,326

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 75,153

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

本部・店舗ともに温室効果ガス削減のために、冷房・暖房の設定温度の徹底を行っている。また、店舗の蛍光灯をLED
に変更もすすめ、一部を残してほぼ完了。省エネショーケースへの入替等については、新店及び改装店舗において行っ
ている。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度

1 府内全事業所

店舗ごとに環境責任者を任命し、責任者を中心
に省エネの取組の維持・継続

店舗の環境責任
者の任命

(2)推進体制

各店舗にて、環境責任者を任命することで数値・運営の責任を持たせて、省エネ・省資源に取組んでいる。
また、各店舗の省エネで効果的な取組を全店に波及出来るようにしている。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 府内全事業所

環境責任者がエネルギー使用量について、現状
把握、進捗管理する。

エネルギー使用
量の把握

3 府内全事業所

空調の温度設定やショーケースの温度設定等が
基準どおりになっているかを管理する。

設定温度管理

4 府内全事業所

設備の定期的な点検、清掃により効率アップを
図る。

設備の効率アッ
プ

5 府内全事業所

売場や後方の無駄な照明の排除、LED照明等の
導入促進

照度の調整

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 7.2 ％ 19.9 ％ 24.8 ％ 27.6 ％

－ ％ 16.8 ％ 21.9 ％ 24.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都渋谷区本町3-47-10

氏名
株式会社伊藤園

代表取締役社長　本庄大介

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 9食料品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
茶葉及び飲料の製造・販売を行っており、全国に198ヶ所営業拠点を展開し、
大阪府内では13拠点が営業活動を行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

1,631

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 1,536 1,570

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 1,536

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪府内拠点の総売上数量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

１ケース２４本入計算

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

原単位ベースによる削減率は売上ケース数量の大幅増加により、基準年度と比較して２７％と大幅に削減できた。ただ
し、温室効果ガスの総排出量は、基準年度と比較して車両総台数が２３８台→２７５台と増加したことや、電力会社の
変更等に伴って２％増加。総排出量削減のため、事業所内の電気使用量の削減や、エコドライブ推進により改善に努め
たい。



No. 

ＧＨＧ排出 コード (5111) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (5112) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (5113) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

1
府内全ての事
業所

各事業所において冷房は24℃に設定し、暖房に
おいては22℃に設定し、節電に努めています。クールビズ・

ウォームビズの
推進

(2)推進体制

当社では、グループの「環境方針」を柱にISO14001に基づく環境マネジメントシステムを運用して、環境活動を継続的
に推進しております。拠点部門においても地球環境に配慮した営業活動をテーマに安全運転・エコドライブの実施を
行っております。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2
府内全ての事
業所

使用していないフロアやトイレの電灯はこまめ
に消灯しています。

電力削減

3
府内全ての事
業所

１時間以上席を離れるときは、パソコンの主電
源をOFFにする。

待機電力削減

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

府内全ての事
業所

全営業車がエコドライブを実施。毎月、車両ご
との燃料使用量を把握し、問題がある車両は、
対策を検討し改善を図ります。

アイドリングス
トップ、配送
ルートの効率化

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 9.0 ％ 13.3 ％ 16.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 8.3 ％ 12.8 ％ 15.7 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区淡路町１－６－１１

氏名
株式会社イトーキ

代表取締役社長　平井　嘉朗

事業の概要
主に、オフィス家具の製造及び販売を行っており、大阪府下には1つの工場
と、4つのオフィスビル（自社ビル2、テナント2）と物流センターが1箇所あり
ます。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,449 3,755

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,958 3,326

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

4対策(2)-①で記載している対策を継続して実施しております。
2017年には寝屋川製造部のデスク第１工場の照明を更新し、５台の冷媒機器を更新しました。2018年以降も工場内の照
明の更新を計画しており、更なる電力の削減を見込んでおります。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1127) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1127) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5999) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2017 年度

(2)推進体制

工場部門については、係長以上と技術部員全員がエネルギー管理員講習を修了し、彼らを中心とした省エネ委員会を設
置し、組織的な管理体制によるエネルギーの監視、改善を行なっています。
オフィスビル・物流センターについては、各ビル/センター毎に責任者及び事務局を置き、省エネ、省資源等の環境活
動に取り組んでおります。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての拠点

クールビズ、ウォームビズの実施
⇒H30年以降も継続実施予定。クールビズ、

ウォームビズの
実施

4

本社ビル、大
阪ショールー
ム、寝屋川製
造部

Worksenseを活用し各フロアの電力使用量を見
える化し節電意識を高める。
⇒H30年以降も継続実施予定。Worksense活用

5
関西物流セン
ター

グリーンカーテンの実施

グリーンカーテ
ン

2

寝屋川製造部,
本社､大阪
ショールーム､
新大阪INビル､
平二ビル

「省エネチェックリスト」にて月４回点検を実
施し省エネを徹底する。
⇒H30年以降も継続実施予定。省エネチェック

リスト導入

3 寝屋川製造部

エネルギーの使用状況をリアルタイムに
監視できる「エネルギー監視システム」を設
置。監視データをもとに、設備運用の工夫によ
り可能となる省エネルギー施策を実施。

「エネルギー監
視システム」の
設置

8 寝屋川製造部

設備空運転停止による電力使用量削減
　空転箇所対策計画遵守
⇒H30年以降も継続実施中。設備空運転停止

9 寝屋川製造部

運用面での省エネ施策維持管理（製造系）
　設備停止時の電源、照明OFF遵守
⇒H30年以降も継続実施中。運用面での省エ

ネ背策維持管理

6

本社、大阪
ショールー
ム、寝屋川製
造部

・デマンド監視によるピーク電力の低減

デマンド監視

7 寝屋川製造部

・エア漏れ改善によるコンプレッサー使用「エ
ア漏れマップ」を作成して情報を共有しつつ、
すみやかに補修。エアー漏れ削減

12 全ての拠点

ビル管理会社等のご協力のもと各拠点での電力
使用量をタイムリーに把握し、エコアクション
リストに基づいた節電対策を行う節電キャン
ペーンを実施。

エコアクション
リストに基づい
た節電対策

13 寝屋川製造部

工場照明の水銀灯、事務所照明のＬＥＤ等省電
力照明への更新

ＬＥＤ等省電力
証明への更新

10 寝屋川製造部

運用面での省エネ施策維持管理（事務系）
不要照明電源ＯＦＦ遵守（事務所・通路）
エアコン温度設定遵守
⇒H30年以降も継続実施中。

運用面での省エ
ネ施策維持管理

11 寝屋川製造部

塗装工程生産効率化による電力使用量削減
塗装3ライン生産から2ライン生産へ塗装工程生産効

率化による電力
使用量削減

14 寝屋川製造部

冷媒（R22）機器の更新



レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2199) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2221) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2221) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度

1

寝屋川製造部,
関西物流ｾﾝﾀｰ

改正省エネ法の特定荷主業者として、輸送効率
や積載効率の向上等の省エネ施策を実施⇒H30
年以降も継続実施中。

改正省エネ法に
基づく省エネ施
策の実施

2

寝屋川製造部,
本社ビル,大阪
ｼｮｰﾙｰﾑ,平二ﾋﾞ
ﾙ

グリーン購入の一環として、社用車を新規に購
入・リースする際には、低燃費車を導入するよ
うに努める
⇒H30年以降も継続実施中。

低燃費車の導入

14 寝屋川製造部

冷媒（R22）機器の更新

冷媒（R22）機器
の更新

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

(4)その他の抑制対策

3

関西物流セン
ター

トラック輸送から、よりCO₂排出量の少ない海
上コンテナおよびJRコンテナ輸送を採用。

モーダルシフト
の推進

4

寝屋川製造部 トラック輸送→ＪＲコンテナ輸送への切替を実
施(H29年度実施、トラック便減、ＪＲ便増）

モーダルシフト
の推進



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 4.1 ％ 2.6 ％ 3.2 ％

－ ％ 3.1 ％ 1.6 ％ 2.1 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都千代田区二番町８番地８

氏名
株式会社イトーヨーカ堂

代表取締役　　三枝　富博

事業の概要 衣料品・住居関連商品及び食品を販売する総合小売業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 56各種商品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 29,688 29,066

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 26,810 25,956

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 延べ床面積×営業時間

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

全事業所合計の延べ床面積390千㎡×全事業所合計の年間営業時間23千時間＝8970

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

基準年度(平成26年度)の原単位に対して、省エネ法と同様に年平均1.0%の削減目標を設定し、計画期間終了までに3.0%
の削減目標を設定しておりました。当該年度が計画期間の最終年度ですが、3.0%削減目標に対し、3.2%削減と当初の目
標を達成できました。
また、当該年度に府内5事業所中1事業所にて電気事業者が変更となりました。変更後の電気事業者排出係数が変更前よ
り大きいため、基準年度に対して排出量が増加する要因となりました。

基準年度と同じ電気事業者排出係数で評価した場合の当該年度の削減率は、原単位ベース削減率：4.4%、平準化補正
ベース削減率：3.4%となります。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5999) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

(2)推進体制

株式会社イトーヨーカ堂は、セブン＆アイHLDGS.の総務部環境と連携しながら、グループの方針に基づく環境保全活動
計画を策定するとともに、テーマ別に設定した担当部門が各店舗への教育･管理に取り組みながら「目標の設定
（Plan）、実行（Do）、検証（Check）、改善（Action）」というサイクルに沿った環境マネジメントを徹底していま
す。

各店舗では、店長、管理統括マネジャー、食品統括マネジャーが主体のもとグループの方針に基づき常駐しているエネ
ルギー管理会社と連携をしながら管理・運用を徹底しています。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全事業所

本部にて、地球温暖化防止と密接な関係がある
環境負荷低減を目的とした、環境部会を設置
し、従業員の意識啓発に取り組むと共に、店舗
では責任者を明確にして管理運用に取り組む。

省エネ推進体制
の整備

4 全事業所

営業時間外の店内準備作業は1/3照明のみにて
実施。
その他、不要な間接照明等の消灯を検討。バッ
クルーム照明は間引き点灯を実施し、居室等の
不在時は消灯を実施。

営業時間外等の
照明運用管理

5 全事業所

看板及び外灯等の点灯時間を季節別に管理す
る。

照明の季節的な
運用管理

2 全事業所

自社独自のWEBシステムを導入しており、各店
のエネルギー使用量を把握及び分析すること
にょり対策や設備導入の検討に役立てる。エネルギー使用

量等の管理

3 全事業所

社内独自の照度基準(物販売場800lx、食品売場
1000lx)により調光コントローラーにて適正に
管理する。売場照度の適正

管理

8 全事業所

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ、ｴｽｶﾚｰﾀｰの開店5分前の始動、閉店時
はお客様が退店され次第停止。
昇降設備が複数系統有る場合は、部分的に終日
停止を検討。

昇降機設備の運
用管理

9 全事業所

自社独自の社内基準となるガイドラインとし
て、節電レベルを設定しており、遵守すること
で使用エネルギー削減に努める。その他、社内基

準の遵守

6 全事業所

店内の自動販売機照明の夜間消灯。
営業時間外は冷ケースにナイトカバーを実施し
冷凍機負荷を削減。(導入のない店舗は導入の
検討)
夜間に商品が無い冷ケースの冷却停止。

業務用機器の適
正管理

7 全事業所

自社独自の空調設定温度により適正管理。
空調運転開始時間の見直し及び予熱による停止
時間の短縮。
中間期は積極的に外気冷房の実施。

空調を構成する
設備の適正管理

12 全事業所

デマンドコントローラーによりピーク電力低減
をすることにより、電力平準化時間帯の電力需
要を抑制する。電気の需要の平

準化対策

13 津久野店

階段照明FLR110Wタイプの間引き、24h点灯の1F
トイレ照明にタイマーを導入し、点灯時間を8h
減少。
(年間削減量推計：13,100kwh)

照明設備運用の
改善

10 全事業所

店内照明及び点灯時間の比較的長いバックルー
ム照明にLEDの導入を検討する。
冷ケースにトップフード照明を導入し、棚照明
の消灯を検討。

照明設備への省
エネ技術の導入

11 全事業所

設備更新時は省エネ性能の高い機器への更新を
積極的に検討すると共に、最新技術による照明
や空調等のテスト導入を積極的に検討する。設備更新時の措

置



レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度

13 津久野店

階段照明FLR110Wタイプの間引き、24h点灯の1F
トイレ照明にタイマーを導入し、点灯時間を8h
減少。
(年間削減量推計：13,100kwh)

照明設備運用の
改善

16 阿倍野店

1F、2F売場1/3照明の点灯時間を1日当たり1h短
縮。
(年間削減量の推計：14,100kwh)照明設備運用の

改善

17 阿倍野店

5月、10月、11月における1F、2Fファンコイル
冷房運転時間を各日110分短縮。
(年間削減量の推計：6,600kwh)空調設備運用の

改善

14 アリオ八尾店

売場基本照明2,020台にLEDを導入。
(年間削減量の推計：557,500kwh)

照明設備への省
エネ技術の導入

15 アリオ鳳店

売場基本照明828台にLEDを導入。
(年間削減量の推計：481,800kwh)

照明設備への省
エネ技術の導入

20 阿倍野店

店内及びバックルーム照明の点灯時間の短縮及
び間引き。
(年間削減量の推計：5,800kwh)照明設備運用の

改善

21 阿倍野店

空調機及び給排気ファンの運転時間の短縮。
(年間削減量の推計：10,900kwh)

空調、換気設備
運用の改善

18 阿倍野店

B1F催事場系統排気ファンを終日停止。荷捌場
給排気ファン運転時間を各日2h短縮。
(年間削減量の推計：8,500kwh)換気設備運用の

改善

19 アリオ八尾店

バックルーム照明に人感センサー付LEDを導
入。
(年間削減量の推計：70,200kwh)照明設備への省

エネ技術の導入

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

22 アリオ八尾店

夏期冷房時の外気導入量の調整により、蓄熱電
力量を削減。
(年間削減量の推計：136,000kwh)空調、換気設備

運用の改善

23 阿倍野店

売場ダウンライト照明を間引き。
(年間削減量の推計：2,600kwh)

照明設備運用の
改善

セブン＆アイHLDGS.は、一般財団法人セブンイレブン記念財団と共に各地にて森林保全プロジェクト「セブンの森」づ
くりに取組んでおり、株式会社イトーヨーカ堂も事業会社として参加しています。大阪府においても、豊能郡能勢町と
の5年協定に基づき2013年から森林保全活動を実施しており、植樹・下刈り・間伐を面積3.7haの範囲にわたって実施し
ています。
2013年からヤマザクラやエドヒガンを主体に470本を植樹し、大阪府の参考資料により算定すると二酸化炭素吸収量の
推計は29.4t-CO2/年になります。

1

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.3 ％ -6.8 ％ -16.2 ％ 1.0 ％

－ ％ -6.3 ％ -16.1 ％ 1.2 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市美原区木材通2-2-87

氏名
井上軸受工業株式会社

代表取締役社長　井上　徹

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 10,058 11,706

事業の概要 玉軸受・ころ軸受製造業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 11,117 12,910

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

①エアー漏れ箇所の改修　　　5.7ｔCO2/年削減
②スピンドルエアー削減　　　11.4ｔCO2/年削減
③油圧装置のインバーター化　3.4ｔCO2/年削減
④空調設備の更新GHP→EHP化　72ｔCO2/年削減
⑤熱処理連続炉1号の断熱　　 23.6ｔCO2/年削減

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 粗付加価値額

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度

実施スケ
ジュール
（年度）

1 美原第2工場

熱処理1号炉（電気炉）の加熱炉、油槽炉に断
熱材を取付け、排熱を削減し電力を削減する。
また、再起動時の油槽温度低下を抑制し立上げ
電力を削減する。

熱処理1号炉加熱
炉、油槽炉断熱

(2)推進体制

①省エネルギー委員会で課題の展開
②部署別の方針で生産効率向上課題(不良率削減、サイクルアップ）の取組み

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

2 美原第2工場

熱処理2号炉（電気炉）の加熱炉、油槽炉に断
熱材を取付け、排熱を削減し電力を削減する。
また、再起動時の油槽温度低下を抑制し立上げ
電力を削減する。

熱処理2号炉加熱
炉、油槽炉断熱

3 美原第2工場

熱処理バッチ炉（電気炉）の加熱炉に断熱材を
取付け、排熱を削減し電力を削減する。

熱処理バッチ炉
加熱炉断熱

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容

6
富田林工場
美原第1工場

研削盤で使用する油圧ポンプをインバーター化
する事により、油圧未使用時の油圧モーターを
低速運転し電力を削減する。10台/年

生産設備油圧ポ
ンプのインバー
ター化

7
富田林工場
美原第一工場
美原第二工場

油圧モーターのインバーター化、エコリッチ化
超仕上盤　5台/年　3年間で15台
2.2kL/年

生産設備油圧ポ
ンプのインバー
ター化

4 富田林工場

空調システムをＧＨＰ（15年使用）⇒ＥＨＰ化
する事によりＣＯＰ効率向上を図る。

空調システムの
更新

5 富田林工場

研削盤で使用する砥石スピンドルをＥＣＯ仕様
に変更する事によりエアー流量を100ℓ/min削減
する。1台/年計画。

研削盤砥石スピ
ンドルのオイル
ミスト削減

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

8 美原第1工場

水銀灯のLED化
1.1kL/年

照明LED化

9 富田林工場

Hf照明→LED化
（[生]プレハブ倉庫、地下書類倉庫）
1.5kL/年照明LED化

1

(4)その他の抑制対策



レ

レ

2016 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 7.0 ％ 3.0 ％ 2.6 ％ -14.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 3.8 ％ 3.3 ％ -11.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府茨木市駅前三丁目８番13号

氏名
茨木市

市長　福岡　洋一

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要

本市（人口 280,431 人：平成28年8月31日現在）地域内の
・廃棄物処理等のサービス提供
・小中学校、図書館、福祉施設等各種施設の設置管理
・道路、公園、上下水道等の生活環境の整備
など、地方自治法に基づいて、住民の日常生活に直接関係する事務を包括的に
処理する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

86,290

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 73,684 83,940

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 77,187

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

　平成29年度について、ガス吸収式である本館空調設備の稼動開始時間を早めたこと及び議会対応に伴う時間外の空調
稼動等により、ガスの使用量が増加した。自動車に関するエネルギー量については、消防の緊急出動の増加や消防活動
の円滑化を図るための訓練実施回数が増えたことにより、増加した。これらのことがあり、全体として温室効果ガスが
増加した。



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2111) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

1
市の全ての
機関

「エコオフィスプランいばらき（第４版）」に
基づき省エネ、節水、環境に配慮した事務用品
等の購入・使用、廃棄物等の排出抑制等

環境保全に向け
た庁内率先実行
計画

(2)推進体制

・市長を環境管理統括者とする環境管理推進組織を設置し、ISO14001の知識やノウハウを活かしたＰＤＣＡサイクルに
より「エコオフィスプランいばらき（第４版）」を推進することで、全庁的に温室効果ガスの排出抑制に取り組む。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2
資源循環課
環境事業課

茨木市一般廃棄物処理基本計画に基づく減量化
施策
ごみ袋の透明化、分別の徹底、資源化の推進等一般廃棄物の減

量化

3
総務課
建設管理課

市庁舎や市営駐車場等の照明をＬＥＤ照明に交
換する。

照明設備の改修

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4
総務課（本庁
舎本館・南
館）

庁舎の屋上の一部を緑化する。

屋上緑化

　　2.自動車分野

1

市の全ての
機関

「エコオフィスプランいばらき（第４版）」及
び「茨木市グリーン調達方針」に基づき、低燃
費自動車等の購入・使用等

環境保全に向け
た庁内率先実行
計画

(4)その他の抑制対策


